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Ⅰ 効率的な執行体制の確立                                 

 ここでは、より簡素で効率的な行政組織をめざし着実に市政を運営していくため、「1．執行体

制の効率化」、「2．職員の能力と活力の向上」、「3．出資法人等の自立経営の促進等」の 3つをテ

ーマに、20 課題 32 項目を設定しています。 

平成 22 年度における主な取組状況は、次のとおりです。 

１．平成 22 年度における主な取り組み 

平成 20 年 10 月に策定した枚方市構造改革アクションプラン【改定版】（以下、「改定ア

クションプラン」という。）は、平成 18 年 3 月に策定した枚方市構造改革アクションプラ

ンの成果と課題を踏まえ、引き続き取り組む課題に加え、新たな課題も追加設定したもので

す。主な取り組みとしては、枚方市教育職給料表を導入し職種に応じた適正な給与支給を図

るとともに、枚方寝屋川消防組合の運営の効率化を図るため出張所の機能を見直したことに

より負担金を削減しました。 

その後、平成 21 年度におきましては、活力と魅力あるまちづくりを進め、住みたい、住

み続けたい「自治都市・枚方」の実現をめざし、行政改革を推進しました。主な取り組みと

しては、通勤手当と住居手当の見直しを行い人件費の抑制を図るとともに、市立養護老人ホ

ーム菊花寮を入所者の処遇の確保を図ったうえで廃止し、事業の見直しを推進しました。 

また、平成 22 年 4 月には、改定アクションプランについて、既存課題の内容拡充や新た

な課題の設定を含めた時点修正を行い、平成 22 年度版として再編集し、最少の経費で市民

福祉の最大化を図るという都市経営の観点から、より効率的で効果的な市政運営を進めまし

た。主な取り組みとしては、下水道事業への地方公営企業法の適用と上下水道組織統合に向

けた事務手続きを完了するとともに、施策評価制度を導入し新たな行政評価制度を構築しま

した。さらに、平成 22 年 4 月１日からは枚方市立火葬場へ指定管理者制度を導入し行政改

革を推進しました。 

現在は、平成 22 年度に試行実施した事業仕分けの結果に係る対応方針も反映したうえで、

平成 23 年度版として再編集した改定アクションプラン（平成 23 年度版）に沿って、改定

アクションプランの最終計画目標年度である平成 24 年度末での各課題の達成に向けて、項

目ごとに設定した年度計画に従い、順次取り組みを進めているところですが、今回は、平成

22 年度の実施状況について、以下のとおり報告します。 
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課題 1 職員定員管理の適正化による人件費の抑制 

項目 1-1 普通会計で 700 人程度、特別・企業会計で 70 人程度を削減する 

    （平成 16 年 4月 1 日現在の職員数からの削減累計） 

 

課題 2 再任用職員の活用 

項目 2-1 再任用職員の配置部署や業務内容などについて検証を行い、さらなる活用を図る 

 

全会計分では 62人を削減した。これを標準人件費で算定すると、503,068 千円（＠8,114

千円×62人）。（平成 16年 4 月 1日現在からの削減累計は全会計で 649 人）。 
 

《各会計別 正職員数》                      【単位：人】 

会 計 別 
H22.4.1 

 (A) 

H23.4.1 

(B) 

差し引き 

(B)-(A) 

普通会計 2,026 1,908 ▲118 

特
別
・
企
業
会
計 

国民健康保険特別会計 41 35 ▲  6 

介護保険特別会計 34 33 ▲  1 

後期高齢者医療特別会計 9 10 1 

老人保健特別会計 0 0 0 

下水道事業会計 ※ 60 110 50 

水道事業会計 121 119 ▲  2 

病院事業会計 305 319 14 

合   計 2,596 2,534 ▲ 62 

 〔注〕①表中の人数は、給与実態調査の合計から任期付職員を差し引き派遣職員を含めたもの。 

        ②※平成 23 年度からの下水道事業の地方公営企業法の適用に伴い、下水道特別会計を下水道 

事業会計とし、正職員数は普通会計からの会計間異動を含めたもの。 

豊富な公務経験を持つ職員の有効な活用を図るため、平成21年度から導入している「チ

ーム制」により、管理職再任用職員である参与・副参与をチームリーダーとした 9 チー

ムを編成した。9 チームについては次のとおり。 

 

部の名称 所属課等 チーム名称 適用年月日 

総務部 総務管理課 車両管理チーム H22.4.8 

財務部 ― 特別債権回収チーム 〃 

〃 ― 税徴収強化チーム 〃 

都市整備部 ― 連続立体交差事業調整チーム 〃 

〃 市街地整備課 牧野駅周辺整備地元対策チーム 〃 

公共施設部 ― 校舎増築・体育館改築チーム 〃 

水道局 水道保全課 貯水槽・漏水調査チーム 〃 

健康部 ― 救急医療チーム H22.10.8 

〃 国民健康保険課 資格・納付チーム 〃 

  〔注〕統括参与のチームは部に置かれ、統括副参与のチームは課に置かれる。 
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課題 5 下水道・水道事業の組織統合 

項目 5-1 下水道事業への地方公営企業法の適用を行い、水道局との組織統合を進める 

 

課題 18 土地開発公社の経営健全化 

項目 18-1 「公社経営健全化計画」に沿って長期保有地の削減を進める 

 

課題 18 土地開発公社の経営健全化 

項目 18-2 金利負担軽減策を進める 

 

 

 

Ⅱ 健全な財政運営の推進                                  

ここでは、人口減少時代に伴う市税収入の減少、高齢化の進展による社会保障費の増大などに

対応するため､｢1.長期財政の見通しを踏まえた計画的な財政運営｣､｢2.特別･企業会計の経営健

全化｣、｢3.適正な負担による歳入の確保｣の 3 つをテーマに、21 課題 26項目を設定しています。 

平成 22 年度における主な取組状況は、次のとおりです。 

 

課題 27 市有建築物の計画的な保全 

項目 27-1 市有建築物の保全計画を策定し、計画的な改修を行うとともに、財政負担の平準化

を図る 

 

課題 28 公共施設用地における貸借地のあり方検討 

項目 28-1 公共施設用地の貸借地のあり方を検討する 

 平成 22 年度は、中宮第 2 号線用地外 9 事業用地での買い戻しを行い、簿価額

1,152,030,938 円の保有額削減を行った他、「枚方市土地開発公社の経営健全化に関する

計画」（平成 23年度から平成 25 年度まで）を策定した。  

 平成 22 年度において、水道事業会計からの低利借入（15 億円）等により、13,587,410

円の金利負担軽減を図った。 

 管財課所管の普通財産に係る土地貸付収入において、総額 31,533,110 円の収入を得

た。 

 平成 22 年度中に下水道事業の地方公営企業法の適用と組織統合に係る関連条例・規則

規程等の改正及び統合後の財務会計システムを確立したことにより、平成 23 年 4月 1 日

付で地方公営企業に移行し、水道局と組織統合を行うため、課題が完了した。  

 長期的かつ計画的に市有建築物を保全するため、小・中学校、幼稚園も含めた「市有

建築物保全計画」を平成 23 年 4月に策定した。 

 



‐4‐ 

 

 

 

課題 29 国民健康保険特別会計 

項目 29-1 保険料収納率の向上を図るとともに、収納対策の強化により不納欠損金の縮減に 

努める 

 

課題 34 市税徴収率の向上 

項目 34-1 前年度実績や府内の状況を踏まえ、さらなる徴収率向上策の改善を図る 

 

課題 37 市税及び税外債権等の回収対策の強化 

項目 37-1 市税及び税外債権等の回収対策の強化を図る 

 

課題 39 市有財産の売却等 

項目 39-1 未利用地の売却及び有効利用を推進する 

 

課題 41 市施設の有料化 

項目 41-2 青少年センターの施設利用について、有料化に向けた取り組みを進める 

 

 

Ⅲ 効率的かつ効果的な施策の推進                             

ここでは、市民の目線に立った、より効率的で効果的な施策を推進するため、「1．民間活力の

導入」、「2．事務事業の再編、統廃合」、「3．課題に対応した効果的な施策の推進」の 3 つの柱を

基本とし、27 課題 32項目を設定しています。 

平成 22 年度における主な取組状況は、次のとおりです。 

 換価の容易な預貯金などの債権を優先した滞納処分の執行を職員に周知し、債権の差

押件数が平成 21 年度の 204 件から平成 22 年度の 503 件へと約 2.5 倍となる実績を残し

たことなどにより、市税徴収率が前年度比で 94.29％から 94.80％へ 0.51 ポイント上が

った。 

未利用地の調査を行い、売却予定物件及び活用予定物件の位置付けを行った。 

また、「枚方市有地の売払いに伴う一般競争入札」などを実施し、北牧野小学校跡地の

一部など 12 筆 5,180.00 ㎡ 総額 387,354,000 円の売却を行った。 

 口座振替の勧奨や資格書・短期証の活用による収納対策を行うとともに、未申告者や

居所不明者への対応など適正な調定に努めたことにより、現年賦課分で収納率が前年度

比で 87.66％から 88.66％へ 1 ポイント上がった。 

 特別債権回収チームを設置し、市税、国民健康保険料、介護保険料、後期高齢者医療

保険料及び保育所保育料の滞納事案のうち、滞納処分が必要な整理困難事案を移管した。

移管事案 659 件の徴収実績は 54,300,249 円、徴収率は 34.09％であった。 

枚方公園青少年センターの施設利用について、平成 22 年 12 月 1日から有料化を開始

し、併せて開所日時の拡大を実施したことにより、課題が完了した。 
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課題 46 ごみ収集業務 

項目 46-1 再任用職員の活用を図るとともに、より効率的な民間委託を進める 

 

課題 53 市立火葬場への指定管理者制度の導入 

項目 53-1 枚方市立やすらぎの杜（新火葬場）の管理業務について、指定管理者制度の導入を

検討する 

 

課題 54 新たな行政評価制度の確立 

項目 54-1 施策評価制度を導入し、新たな行政評価制度を構築する 

 

課題 58 ふれ愛・フリー・スクエアの見直し 

項目 58-1 ふれ愛・フリー・スクエア事業の運営の見直しを行う 

 

課題 60 香里ケ丘公設市場の民間への転換 

項目 60-1 香里ケ丘公設市場の民間への転換を図る 

 

課題 68 環境負荷の低減に向けた取り組みの推進 

項目 68-1 市役所内における環境負荷を低減させる取り組みを推進する 

 

市民や学識経験者等の外部の視点によるチェック機能を強化した新たな都市経営サイ

クルを確立するため、事業仕分けを試行的に実施するとともに、施策評価制度を導入し

た。施策評価は毎年度実施し、より効率的で効果的な施策の推進を図っていく。 

平成 22 年度は、一般ごみ収集車を 1 台民間委託し、一般ごみの委託台数を合計で 15

台とした（一般ごみ収集車委託率 27％）。 

一般ごみと資源ごみを合わせた総委託台数を 30台とした（総委託率は 40％）。 

平成 22年 7 月にハイブリッド車を 2 台、同年 12 月に電動バイクを 15台導入するとと

もに、エコドライブ講習会を開催するなど、燃料の使用に伴う温室効果ガスの排出削減

に向けた取り組みを行った。 

ふれ愛・フリー・スクエア事業を委託してきた地域運営委員会と協議を重ね、平成 22

年度をもって同事業を終了し、平成 23 年度から、各校区での主体的な取り組みを市が支

援する補助事業として、新たに「枚方子どもいきいき広場」を開始することにより、ふ

れ愛・フリー・スクエア事業の運営の見直しを終えた。 

その結果、平成 23年 4月から「ひらかた子どもいきいき広場」が全校区で取り組まれ

平成 22年 4 月 1日から指定管理者制度による運営を開始し、課題が完了した。 

平成 22年 3 月に、香里ケ丘公設市場の民間転換に関する覚書を香里ケ丘公設市場事業

協同組合、UR 都市機構及び本市との間で取り交わした。 

同年 6 月議会においては、枚方市公設市場条例を一部改正し、香里ケ丘公設市場を廃

止したため、課題が完了した。 
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《平成 22 年度の効果額》                            

 

 

 

 

 

 

 

   【単位：千円】 

 

 

 

 

歳歳歳歳    

    

出出出出 

区 分 内  容 効 果 額 

人件費 
改定アクションプランの実施に際し削減した職員及び活用

した再任用職員、給与等の適正化を含めた人件費。 
486,611 

賃 金 

(臨時職員) 

改定アクションプランの実施に際し、人員の見直しに伴い要

した臨時職員の賃金。 
▲1,121 

委託料 
改定アクションプランの実施に際し、一部事業を見直し委託

料が増加したもの。 
▲20,528 

枚方寝屋川消防組

合負担金 

枚方寝屋川消防組合負担金のうち人件費分（退職手当分を除

く）。 
89,020 

計 553,982 

 

 

歳歳歳歳

    

入入入入    

区 分 内  容 効 果 額 

未利用地売払収入 土地売払による収入。 387,354 

広告収入 有料広告による収入。 10,982 

計 398,336 

 

《各会計別 人件費の決算額》                 【単位：千円】 

会  計  別 
21 年度決算額 

(A) 
22 年度決算額 

(B) 
対前年度効果額 

(A)－(B) 

普通会計 20,617,000 20,118,408 498,592 

特
別
・
企
業
会
計 

国民健康保険特別会計 382,642 377,418 5,224 

下水道特別会計 588,292  573,008 15,284 

介護保険特別会計 362,714 364,041 ▲ 1,327 

後期高齢者医療特別会計 67,595 86,448 ▲18,853 

老人保健特別会計 15,329 0 15,329 

牧野駅東地区再開発特別会計 477 153 324 

水道事業会計 1,168,650 1,138,233 30,417 

市民病院事業会計 3,111,202 3,169,581 ▲58,379 

合     計 26,313,901 25,827,290 486,611 

  〔注〕①人件費には、報酬、給料、職員手当等、共済費、災害補償費、恩給及び退職年金を含み、 

退職手当は除く。なお、金額は各年度の地方財政状況調査表に基づく。 

②決算額には、正職員、任期付職員、再任用職員及び特別職非常勤職員に係るものを含む。 

 

改定アクションプランに掲げた課題の実施による人件費の平成 22 年度の効果額

は、平成 21 年度・22 年度決算額の対比により算出しています。 

改革課題の推進により削減できた経費、また、課題の実施に要する経費等を合わ

せた平成 22 年度の効果額は、 952,318 千円となります。 

(歳出効果額)553,982 千円 ＋ (歳入効果額)398,336 千円 ＝ 952,318 千円 
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構造改革アクションプランの職員定員管理計画で示した期間に合わせて平成 16 年度からの

職員数の推移を下記に示しました。また、あわせて、再任用職員の推移も掲載しました。 

 

《正職員数の推移》                              【単位：人】 

会  計  別 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

普通会計 2,495 2,431 2,343 2,282 2,156 2,079 2,026 1,908 

特
別
・
企
業
会
計 

国民健康保険特別会計 40 40 41 38 40 40 41 35 

介護保険特別会計 29 29 32 31 35 35 34 33 

後期高齢者医療特別会計 ‐ ‐ ‐ ‐ 9 9 9 10 

老人保健特別会計 6 7 7 6 2 1 0 0 

牧野駅東地区再開発特別会計 ‐ ‐ ‐ ‐ 0 0 0 0 

下水道事業会計 ※ 119 110 102 94 78 61 60 110 

水道事業会計 155 149 144 138 134 128 121 119 

市民病院事業会計 339 331 325 311 299 297 305 319 

合     計 3,183 3,097 2,994 2,900 2,753 2,650 2,596 2,534 

対平成 16 年度削減数 ‐ 86 189 283 430 533 587 649 

〔注〕①各年 4月 1日が基準日。 

②平成 22年度までは普通会計、下水道特別会計及び水道事業会計の一部に派遣職員等を含む場合がある。 

③※平成 23 年度からの下水道事業の地方公営企業法の適用に伴い、下水道特別会計を下水道事業会計とし、 

正職員数は普通会計からの会計間異動を含めたもの。 

 

 

 

《再任用職員数の推移》                          【単位：人】 

職種  年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

再任用職員 16 28 37 69 155 237 260 318 

〔注〕各年 4月 1日現在。人数は、全会計分の合計。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．職員数の推移 
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  改定アクションプランに係る課題の取組状況を把握するために、関係各課から調書の提出を

得て、実施状況（平成 22 年度の実績）を確認しました。 

  改定アクションプランにおける 68 課題は、その取り組みをさらに細かく項目として設定し

ており、項目単位では 90 項目となります。 

  平成 22 年度における各項目の実施状況は、以下のとおりです。 

 

 《平成 22 年度における各項目の実施状況》 

 

達成または完了 
 

◎ 

達成に向けて 
進行・継続中 

○ 

課題が多く 
遅れあり 

△ 
合 計 

平成 22 年度 １３項目 ７６項目 １項目 ９０項目 

   

 

《平成 22 年度における全項目の実施状況一覧》 

項       目 担当部 実施状況 

Ⅰ 効率的な執行体制の確立   

 

１ 

執
行
体
制
の
効
率
化 

項目 1-1 
普通会計で 700 人程度、特別・企業会計で 70 人程度
を削減する 

総務部 ○ 

項目 2-1 
再任用職員の配置部署や業務内容などについて検証
を行い、さらなる活用を図る 

総務部 ○ 

項目 3-1 
時間外勤務の縮減などにより諸手当を含めた人件費
の抑制を図る 

総務部 ○ 

項目 3-2 
職種ごとに職務内容等の検証を行い、職種に応じた給
料表の導入を図る 

総務部 
水道局 
市民病院 
管理部 

学校教育部 

○ 

項目 4-1 
職員の配置体制の見直しを図るとともに､一部民間委託
も活用しながら効率的な運用を進める（学校校務員業務） 

管理部 ○ 

項目 5-1 
下水道事業の地方公営企業法の適用を行い、水道局と
の組織統合を進める 

下水道部 
水道局 

◎ 

項目 6-1 図書館業務の運営体制について見直しを行う 中央図書館 ○ 

項目 6-2 
利用の実態を踏まえ、図書館分室のあり方について見
直しを行う 

中央図書館 ○ 

項目 7-1 
効率的な情報処理システムの構築など、市役所業務の
ＩＴ化を推進する 

企画財政部 ○ 

項目 7-2 
レガシーシステム対策とあわせ、基幹業務システムの
あり方について見直しを行う 

企画財政部 ○ 

項目 7-3 
セキュリティシステムを向上させるとともに、情報セ
キュリティポリシーの徹底を図る 

企画財政部 ○ 

     

３．平成 22 年度における項目実施状況 
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項       目 担当部 実施状況 

１ 

執
行
体
制
の
効
率
化 

項目 8-1 
入札及び契約の公平性、公正性、透明性及び競争性を
高め、公共工事の適正な履行の確保を図る 

財務部 ○ 

項目 8-2 電子入札の適用範囲を拡大する 財務部 ○ 

項目 8-3 
談合等の不正行為者に対する賠償金の率を引き上げ、
入札参加資格の停止期間について見直しを行う 

財務部 ◎ 

項目 8-4 
入札及び契約の透明性を高めるとともに、不正行為を
排除するため、談合情報対応マニュアルの見直しを行
う 

財務部 ◎ 

項目 8-5 
入札方式の決定過程を明らかにし、外部から検証でき
る仕組みを確立する 

財務部 ◎ 

項目 8-6 
入札及び契約における不正行為の排除に向けた取り組
みの検証・検討を行う 

財務部 ◎ 

項目 9-1 し尿収集車（直営）を減車する 環境保全部 ○ 

項目 9-2 し尿処理施設のあり方を決定する 環境保全部 ○ 

項目 10-1 
ダイヤルインやＩＰ電話を活用しながら、電話交換業
務の効率化を進める 

総務部 ○ 

項目 11-1 防疫業務を再編整理する 環境保全部 ◎ 

２ 

職
員
の
能
力
と
活
力
の
向
上 

項目 12-1 研修体系の再構築を図り、人材育成を推進する 総務部 ○ 

項目 13-1 
人事評価制度の検証・見直しを行い、システムの充実
を図る 

総務部 ○ 

項目 14-1 現業職場間の異動を促進し、職場の活性化を図る 

総務部 
水道局 
市民病院 
管理部 

○ 

項目 15-1 庁内における公益通報者保護制度を導入する 総務部 ◎ 

項目 16-1 職員提案制度の活性化を図る 企画財政部 ○ 

 

３ 

出
資
法
人
等
の 

 
 

 

自
立
経
営
の
促
進
等 

項目 17-1 
出資法人（外郭団体）等のあり方を検証し、給与・人
員体制の見直しなど、自立経営の促進を図る 

企画財政部 
関係部 

○ 

項目 18-1 
「公社経営健全化計画」に沿って長期保有地の削減を
進める 

財務部 ○ 

項目 18-2 金利負担軽減策を進める 財務部 ○ 

項目 19-1 運営の効率化により負担金の抑制を図る（消防組合） 市民安全部 ○ 

項目 19-2 組合消防のあり方を引き続き検討する 市民安全部 ○ 

項目 20-1 運営の効率化により負担金の抑制を図る 環境事業部 ○ 
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項       目 担当部 実施状況 

Ⅱ 健全な財政運営の推進   

１ 

長
期
財
政
の
見
通
し
を
踏
ま
え
た 

 
 

 
 

 
 

 
 

計
画
的
な
財
政
運
営 

項目 21-1 健全化判断比率に留意した財政運営を推進する 企画財政部 ○ 

項目 22-1 
包括予算制度の検証を行い、行政評価結果も活用しな
がら、制度の改善を図っていく 

企画財政部 ○ 

項目 23-1 
計画的な財政運営が行えるよう、国の指針に沿って公
会計を導入する 

企画財政部 ◎ 

項目 24-1 プライマリーバランスの均衡を図る 企画財政部 ○ 

項目 25-1 
特定目的基金における目的等の検証・再編等を行い、
財源の有効活用を図る 

企画財政部 ○ 

項目 26-1 
特別会計・企業会計の設置目的を踏まえ、一般会計か
らの繰出金の適正化を進める 

関係部 ○ 

項目 27-1 
市有建築物の保全計画を策定し、計画的な改修を行う
とともに、財政負担の平準化を図る 

公共施設部 ○ 

項目 28-1 公共施設用地の貸借地のあり方を検討する 
市民安全部 
企画財政部 

財務部 
○ 

２ 

特
別
・
企
業
会
計
の
経
営
健
全
化 

項目 29-1 
保険料収納率の向上を図るとともに、収納対策の強化
により不納欠損金の縮減に努める 
（国民健康保険特別会計） 

健康部 ○ 

項目 29-2 
特定健診の受診率向上等保健事業を推進するととも
に、レセプト点検等の取り組みを進め、医療費の適正
化を図る（国民健康保険特別会計） 

健康部 ○ 

項目 30-1 
利用率の向上を図り、収益の改善を進める 
（自動車駐車場特別会計） 

土木部 ○ 

項目 31-1 
さらなる経営健全化を推進するため、職員配置の見直
しを含めた「経営健全化計画」を改定する 
（下水道特別会計） 

下水道部 ○ 

項目 31-2 
適正な使用料について検証を行うとともに、一般会計
繰出金については、繰出基準を踏まえ縮減を進める 
（下水道特別会計） 

下水道部 ○ 

項目 31-3 公共下水道整備区域における水洗化を促進する 下水道部 ○ 

項目 32-1 
「水道事業中期経営計画」に基づき、経営安定化を推
進する 

水道局 ○ 

項目 33-1 
「市立市民病院経営計画」に基づき、経営改革を推進
する 

市民病院 ○ 

３ 

適
正
な
負
担
に
よ
る 

 
 

 
 

 

歳
入
の
確
保 

項目 34-1 
前年度実績や府内の状況を踏まえ、さらなる徴収率向
上策の改善を図る（市税徴収率の向上） 

財務部 ○ 

項目 35-1 
ごみの減量化をめざし、事業系ごみの手数料の改定を
行うとともに、家庭系ごみの有料化を検討する 

環境事業部 ○ 

項目 36-1 
国基準や類似団体などを踏まえ、保育料の改定を検討
する 

福祉部 ○ 

項目 37-1 市税及び税外債権等の回収対策の強化を図る 関係部 ○ 

項目 38-1 
国基準や受益者負担の適正化の観点を踏まえ、使用
料・手数料の見直しを行う 

関係部 ○ 
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項       目 担当部 実施状況 

３ 

適
正
な
負
担
に
よ
る 
 

 
 

 
 

歳
入
の
確
保 

項目 38-2 
来庁者・利用者用自動車駐車場の利用実態を踏まえ、
有料化に向けた取り組みを進める 

企画財政部 ○ 

項目 39-1 未利用地の売却及び有効利用を推進する 財務部 ○ 

項目 40-1 市の発行物等や公用封筒への有料広告を拡大する 
市長公室 
総務部 

○ 

項目 41-1 
総合福祉センターの施設利用について、有料化を検討
する 

福祉部 ○ 

項目 41-2 
青少年センターの施設利用について、有料化に向けた
取り組みを進める 

社会教育部 ◎ 

Ⅲ 効率的かつ効果的な施策の推進   

１ 

民
間
活
力
の
導
入 

 
 

 
 

 

⑴
民
営
化 

項目 42-1 公立保育所の民営化を進める 福祉部 ○ 

項目 43-1 
民営化も含め、周辺施設と一体的にあり方を検討する 
（市立くすの木園） 

福祉部 ○ 

項目 44-1 
将来的な施設のあり方について大阪府と協議を進める
（市立特別養護老人ホーム・デイサービスセンター（サ
ンポエム）） 

健康部 △ 

項目 45-1 
指定管理者制度による管理運営から民営化への移行を
図る（くずは北デイサービスセンター） 

健康部 ○ 

⑵
民
間
委
託 

項目 46-1 
再任用職員の活用を図るとともに、より効率的な民間
委託を進める（ごみ収集業務） 

環境事業部 ○ 

項目 47-1 
効率的な業務体制を確立するため、再任用を含めた人
員配置の見直しを行うとともに、民間委託を進める 
（ごみ処理業務） 

環境事業部 ○ 

項目 47-2 新破砕施設運転業務について民間委託を行う 環境事業部 ○ 

項目 48-1 
効率的な業務体制を確立するため、業務の特性を踏ま
えて、人員配置の見直しを行うとともに、民間委託を
活用する（学校給食業務） 

管理部 ○ 

項目 48-2 学校給食調理場の配置・運営について見直しを行う 管理部 ○ 

項目 49-1 
効率的な業務体制を確立するため、再任用を含めた人
員配置の見直しを行うとともに、民間委託を進める 
（下水道の維持管理業務） 

下水道部 ○ 

項目 50-1 
効率的な業務体制を確立するため、再任用を含めた人
員配置の見直しを行うとともに、民間委託を進める 
（道路の維持管理業務） 

土木部 ○ 

項目 51-1 
効率的な業務体制を確立するため、再任用を含めた人
員配置の見直しを行うとともに、民間委託を進める 
（公園の維持管理業務） 

土木部 ○ 

⑶
そ
の
他 

項目 52-1 ＰＦＩ手法の活用により市有施設の整備を行う 
企画財政部 
公共施設部 

○ 

項目 53-1 
市立やすらぎの杜(新火葬場)の管理業務について、指
定管理者制度の導入を検討する 

環境保全部 ◎ 

２ 

事
務
事
業
の 

 
 

再
編
統
廃
合 

項目 54-1 
施策評価制度を導入し、新たな行政評価制度を構築す
る 

企画財政部 ○ 

項目 55-1 包括外部監査の意見を踏まえ、整理合理化を図る 
企画財政部 

総務部 
関係部 

○ 

項目 56-1 
入所者の処遇の確保を図ったうえで廃止する 
（市立養護老人ホーム菊花寮） 

健康部 ◎ 
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項       目 担当部 実施状況 

２ 

事
務
事
業
の
再
編
統
廃
合 

項目 57-1 
公立幼稚園の再編を進め、効果的・効率的な運営・配
置を図る 

学校教育部 ○ 

項目 58-1 ふれ愛・フリー・スクエア事業の運営の見直しを行う 社会教育部 ◎ 

項目 59-1 
利用実態等を踏まえ、野外活動センターのあり方を検
討する 

社会教育部 ○ 

項目 60-1 香里ケ丘公設市場の民間への転換を図る 地域振興部 ◎ 

項目 61-1 サプリ村野の新たな活用を図る 企画財政部 ○ 

項目 62-1 教育文化センターの新たな活用を図る 学校教育部 ○ 

３ 

課
題
に
対
応
し
た
効
果
的
な
施
策
の
推
進 

項目 63-1 
校区コミュニティ協議会との連携をさらに強化し、各
校区のコミュニティ活動の活性化を支援する 

市民安全部 ○ 

項目 63-2 自主防災組織などへの支援策を再構築する 市民安全部 ○ 

項目 63-3 子どもたちを犯罪等から守る取り組みを支援する 
市民安全部 
社会教育部 

○ 

項目 64-1 
ＮＰＯ活動応援基金を活用し、ＮＰＯ団体等を育成す
る 

市民安全部 ○ 

項目 64-2 市民団体の事務局事務の自立化を図る 
企画財政部 

関係部 
○ 

項目 65-1 
アダプトプログラムの拡充を進めるとともに、アダプ
トプログラムを活用した魅力ある地域づくりを進める 

環境保全部 
土木部 

○ 

項目 66-1 ボランティアの参画を推進する 中央図書館 ○ 

項目 67-1 
ｅ-モニターやパブリックコメントなどを活用した広
聴機能の充実を図る 

市長公室 ○ 

項目 68-1 
市役所内における環境負荷を低減させる取り組みを推
進する 

環境保全部 ○ 
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《平成 22 年度末時点における課題達成項目の一覧》 

 
完了年度【H20 年度】 

課題№ 
担当部課 

項目内容 達成理由 

8－3 
財務部 

総合契約検査室 

談合等の不正行為者に対する

賠償金の率を引き上げ、入札

参加資格の停止期間について

見直しを行う 

談合等不正行為における賠償金の率を 10％から 20％に引き上げ、

入札参加資格の停止期間の上限を 24 か月から 36 か月に見直した。 

8－4 
財務部 

総合契約検査室 

入札及び契約の透明性を高

めるとともに、不正行為を排

除するため、談合情報対応マ

ニュアルの見直しを行う 

談合情報対応マニュアルについて、談合情報の取扱い・判断、警察・

公取への通報等内容を全面改訂し、平成 20 年 10 月 1 日市長通達と

して発令するとともに、市ホームページへも掲載し周知した。 

8－5 
財務部 

総合契約検査室 

入札方式の決定過程を明ら

かにし、外部から検証できる

仕組みを確立する 

「枚方市制限付き一般競争入札実施要綱」を改正するとともに、同

要綱の別表として「対象工事等発注標準表」を規定し、入札方式の

決定過程を明らかにし、外部から検証できる仕組みを確立した。 

8－6 
財務部 

総合契約検査室 

入札及び契約における不正

行為の排除に向けた取り組

みの検証・検討を行う 

入札監視員会議の審査対象の範囲を拡大するとともに、総合評価方

式については国土交通省のガイドライン及びモデルに基づいて運

用することとした。 

 
完了年度【H21 年度】 

課題№ 
担当部課 

項目内容 達成理由 

11－1 
環境保全部 

衛生管理課 

防疫業務を再編整理する 衛生分室業務のうち防疫業務を淀川衛生事業所へ移管し、再編整理を

行った。 

15－1 
総務部 

コンプライアンス推進課 

庁内における公益通報者保護

制度を導入する 

平成 22 年 3月に内部通報審査会を設置するとともに、外部への通

報窓口を法律事務所に設置し、内部通報制度を確立した。 

23－1 
企画財政部 

財政課 

計画的な財政運営が行えるよ

う、国の指針に沿って公会計

を導入する 

総務省方式改訂モデルに基づき、普通会計における財務書類 4表と

特別会計や外郭団体を含めた連結財務書類 4表を作成した。 

53－1 
環境保全部 

衛生管理課 

市立やすらぎの杜の管理業務

について、指定管理者制度の

導入を検討する 

平成 22 年 4月 1日より指定管理者制度を導入するため、平成 21 年

度中に準備を進め、スムーズに制度移行ができた。 

56－1 
健康部 
高齢社会室 

入所者の処遇の確保を図った

うえで廃止する（菊花寮） 

入所者の意向を尊重した入所先を確保し、平成 22 年 3月議会にお

いて、市立養護老人ホーム条例の廃止が可決された。 

 
完了年度【H22 年度】 

課題№ 
担当部課 

項目内容 達成理由 

5－1 
下水道部 
下水道総務課・ 
水道局 
水道総務課 

下水道事業の地方公営企業法

の適用を行い、水道局との組

織統合を進める 

平成 22 年度中に、下水道事業への地方公営企業法の適用と上下水

道組織統合に向けた事務手続きを完了した。 

41－2 
社会教育部 

社会教育青少年課 

青少年センターの施設利用に

ついて、有料化に向けた取り

組みを進める 

平成 22 年 12 月から開所日時の拡大を実施するとともに、青少年団

体（22 歳以下が構成員の半数以上）以外の利用については施設を有

料化した。 

58－1 
社会教育部 

社会教育青少年課 

ふれ愛・フリー・スクエア事

業の運営の見直しを行う 

ふれ愛・フリー・スクエア事業を委託してきた地域運営委員会と協

議を重ね、平成 22 年度をもって同事業を終了し、平成 23 年度から、

各校区での主体的な取り組みを市が支援する補助事業として、新た

に「枚方子どもいきいき広場」を開始することにより、ふれ愛・フ

リー・スクエア事業の運営の見直しを終えた。 

60－1 
地域振興部 

産業振興課 

香里ケ丘公設市場の民間へ

の転換を図る 

平成 22 年 6月議会において枚方市公設市場条例を一部改正し、香

里ケ丘公設市場を廃止するとともに、同 6月末をもってＵＲ都市機

構と市との賃貸借契約を解除した。 

 


